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　シャットオフすなわちサービスの緊急停止は，リアルタイム地震防災における情報収集・伝達・処理技術を活

かし，被害の波及的拡大や事故発生を防止･軽減するための有効な手段である．しかしその操作に関しては，(1)
シャットオフ対象位置（空間的側面），および(2)意思決定のタイミング（時間的側面）の両面から，適切な判断
が下されなければ，対応の遅れや不要なサービス遮断につながることになる．こうした背景のもとで，本研究で

は，(1)システムのブロック分割形状の最適化，および(2)不確実性下におけるシャットオフの意思決定プロセス，
の二つの問題に焦点を絞って数理モデルの定式化を行い，簡単な数値計算例を通じて効果的なシャットオフのあ

り方に関する考察を行う．
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１． はじめに

　「リアルタイム地震防災」は，地震直後から発生する

様々な情報を即時処理することにより，対策の初動体制

を早期に確立するとともに，システムを実時間制御して

被害発生・波及の防止軽減を図ることを狙いとしている．

その情報処理の流れは，(1)地震動情報の収集・処理・

伝達，(2)地震諸元および地震動分布の推定と逐次更新，

(3)実被害情報の収集・処理・伝達， (4)被害分布の推定

と逐次更新，などから構成される推論構造とフィードバ

ック制御構造の形態をとっている．

ライフライン施設では，ネットワーク施設を介してフ

ローが安全に伝達されるとともに，一部の被害がシステ

ム全体に波及しないように緊急措置をとる必要がある．

従って，供給系施設では供給停止・ブロック遮断，道路

交通施設では通行禁止措置，鉄道交通施設では列車停止

措置，といったシャットオフ操作を迅速かつ正確に行う

ことが要求されることから，「リアルタイム地震防災」

の適用が最も期待される分野の一つである．

　ところが「止めることにより回避できる損失（二次災

害）」と「止めることにより生じる損失（サービス停止）」

はトレードオフの関係にあり，両者を同時に低減するこ

とは困難である．従って，「いかに適切に止めるか」の

見極めが緊急対応の成否を決定付けることになる．すな

わち「止める必要がない場合に止めることによる損失（空

振り）」と「止めるべき場合に止めないことによる損失

（見逃し）」を可能な限り回避することが重要となる．

これには大別すると２つのやり方がある．

まず一つは，対象システムをブロック分割しておき，

安全なブロックではサービスを継続し，危険なブロック

ではサービスを遮断する方法である．この概念は，ガス

導管網のブロック分割や配水管路網の系統ブロック化，

市街地の不燃化，建物の防火区画など，多くの対策に取

り入れられてきている．このブロック遮断操作が適切に

行われるには，システムが適当なサイズにあらかじめブ

ロック分割されていなければならない．ところが，被害

の最小化を目的としたブロック形状のあり方を探る研究

面での試みは少なく，都市のフェイルセイフ化に関する

小林 1),2) の研究や，ネットワークのブロック化に関する

筆者ら 3)-6) の研究が挙げられるに過ぎない．そこで本稿

の２．では，文献 4)-6)に基づいて，シャットオフのた

めのブロック分割形状を数理的に最適化する試みについ

て紹介する．

もう一つの方法は，「止める／止めない」の意思決定

を，可能な限り合理的な判断基準に基づいて行う方法で

ある．一般に，地震後の初期段階では，粗く不確実性の

高い情報しか得ることができないが，時間が経過するに

つれて，徐々に細密で正確な情報を入手できるようにな

る．その過程で，観測された地震動強度と経験的被害関

数の関係から予測された被害状況に応じて，シャットオ

フの意思決定が行われる．つまり，時間の経過と情報の

確実性がコンフリクトする中で，難しい判断を強いられ

るのが現実である．そこで本稿の３．では，統計的意思

決定理論と情報理論を用いて，シャットオフの意思決定

プロセスの数理モデルを記述し，リアルタイム対応にお

ける観測情報の意義について考察を行う．

２．システムのブロック分割形状の最適化

２．１　概説

配水管やガス導管のように液体・気体の伝達機能を

持つ構造システムでは，被害箇所で内容物が漏出すると

システム全体で圧力低下が生じる．従って，被害の影響

は被害箇所にとどまらず空間的に広く波及する．空間的

被害波及は，家屋が密集する市街地での延焼火災にも見
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られる現象である．こうした被害波及を防止・軽減する

には，被害箇所を迅速に遮断して健全な部分から切り離

す必要がある．この制御・操作を被災時に即時的かつ効

果的に行うには，あらかじめブロックバルブなどの遮断

装置や，延焼遮断帯などのオープンスペースによって，

施設や都市空間が適切にブロック分割されていなければ

ならない．

ここでは，空間的に広がりを持つシステム（ライフ

ラインネットワーク，市街地，地下街など）のブロック

化や区画化が，被害の局限化と波及防止に有効であるこ

とに注目し，その空間的構成の最適化問題を，線状シス

テムの一次元ブロック分割の問題と，面状システムの二

次元ブロック分割の問題に分類して考察する．

２．２　線状システムの一次元ブロック分割

(1) 期待連結長さの定式化

図１に示す 3 種類のシステム形態を考える．図

中，”LINEAR”とは，線状システムの一端を供給点とす

る供給系システムを意味し，以下では「直線形状システ

ム」と呼ぶ．また，”LOOP”とは両端を供給点とするシ

ステムや，供給点は単一であるがループ形態をとるため

に両端を供給点とみなすことができるシステムを意味し，

以下では 「ループ形状シス テム」と呼ぶ．一

方，”INDEPENDENT”とは，供給点に依存せずに無被

害区間が独立に機能するシステムを意味し，以下では「自

律分散型システム」と呼ぶ．

これら 3 種のシステムがそれぞれ 5 ブロックに分割

され 3 箇所に被害が生じた場合，ブロック境界を超え

る被害波及はないものと考えると，機能が保持される部

分は図中の太線で表される．その期待値（期待連結長さ）

を定式化するため，図２のように，長さ L の線状シス

テムに M 個のブロック境界を配置して，(M+1)個のブ

ロックに分割する場合を考える．図中，i番目のブロッ

ク境界の左端からの位置を
il ，i番目のブロックの長さ

を
id で表している．ここで，長さ L の全長にわたって

被害が一様ランダムに発生するものとし，単位長さあた

りの被害箇所数（以下，被害率と表記) をλ とした場合，

被害箇所数が N となる確率は Lλ をパラメータとするポ

アソン分布に従う．以上の条件のもとで，前述の 3 種

のシステムの期待連結長さは，次式で求められる 4),5)．
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(2) 一次元最適ブロック分割問題の定式化

　事前には予測不可能な被災状況に応じてきめ細かい対

応を行うためには，できるだけ多くのブロックに分割す

ることが望ましい．しかし実際の分割数は設置費用や維

持管理などの面で制約を受けるため，限られた分割数の

制約のもとで最適分割を考えねばならない．ここでは期

待連結長さを最大化する分割パターンを「最適分割」と

みなし，任意の M 個のブロック境界位置を決定する問

題を，次のような組合せ最適化問題として定式化する 4),5)．
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(3) 数値計算例

以上のモデルに基づいた数値計算例を示す．上記 3
種のシステム形態を考え，システムの全長を L=100 と

する．被害率はλ =0.01 および 0.10（被害箇所数／単

位長さ）の 2 種類とし，全体での平均被害箇所数がそ

れぞれ 1 箇所および 10 箇所となる被害パターンを想定

する．分割境界の候補位置の数は，全長を 50 等分する

ため K=49 とし，分割境界の個数は M=2，4，6，8 の
4 種類とした．

図３～５は，動的計画法（DP）を応用した方法 4),5) に

よる最適解を示したものである．一般的傾向として，最

適分割パターンは被害率に大きく依存し，想定被害規模

によって最適方策が異なることを示唆している．直線形

状システムとループ形状システムでは，被害率が低い

(λ =0.01)場合はほぼ均等分割が最適となるが，被害率

が高い (λ =0.10)場合においては分割位置が供給点に偏

り，両システムの相違が顕著に表れている．ただし供給

点に近いほど密に配置する傾向は両システムに共通して

いる．一方，自律分散型システムでは，均等分割が基本

的な形状となるが，被害率が大きく (λ =0.10)遮断装置

数が少ない(M=2, 4)場合には，短い区間の無被害化を狙

ったパターンが最適となっている．なお被害率が全長で

一様としているので，自律分散型システムでは，分割さ

図１　ブロック分割システムの被害箇所と連結長さ 図２　分割境界の位置とブロック長さ



れたブロックの相対的な位置関係は評価関数と無関係で

あり，その長さのみが意味を持つ．

なお，地盤条件などの相違によって被害率が一様と

仮定できない場合には，非定常ポアソン過程による拡張

が可能である．詳しくは文献 4),5) を参照されたい．

２．３　面状システムの二次元ブロック分割

(1) 二次元最適ブロック分割問題の定式化

次に，面的広がりを持つシステムの二次元最適分割へ

の拡張を考える 6)．一次元分割問題で分割候補位置を離

散的に扱ったのと同様に，ここでも分割パターンを離散

的に扱う．全体システムは多数の小区画の集合体で構成

されており，これらを組み合わせた形状をブロックとす

る．それぞれの小区画では施設量（埋設管の敷設延長や

木造家屋数）と，災害発生源となるポテンシャルとして

の被害率（単位施設あたりの被害発生率）が与えられ，

「ブロック内では被害が波及するがブロック間では波及

しない」というルールのもとで，期待無被害施設量が最

大化（期待被害が最小化）されるようなブロック構成を

求める問題を，組合せ最適化問題として定式化する．分

割されたすべてのブロックは互いに独立に機能すると考

えるので，２．２で扱った「自律分散型システム」を二

次元に拡張したものと解釈してよい．

図６(a)に示す 16 の小区画からなるシステムを例にと

り，ブロック分割と被害分布に応じて決まるシステム機

能について説明する．図６(b),(c)のように分割数が 7 の

ブロック構成とした場合に，図に示す 6 箇所で被害が

発生すると，被害を免れた白色の 3 つのブロックでシ

ステム機能が保たれるものとする．

　いま小区画 i内の施設量を
ih ，被害率を

iλ とし，被

害の発生は小区画内で一様ランダムであると仮定する．

小区画を統合して構成される区画 I において，無被害と

なる確率は，次式で与えられる 6)．
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従って，ブロック分割数を J とした場合，全体での期

待無被害施設量は，次式で求められる 6)．
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以上により，最適分割問題は，h を最大化する分割パ

ターンを見出す問題として定式化される．

(2)数値計算例

図６(a)に示したように，16 の小区画が 4×4 の格子

状に配置されているシステムを考える．分割線の総数は

K=24 であるが，そのうち実際にブロック分割に使用す

る数を M=4，12の２種類とした．

各小区画における施設は相対的に右方に位置するほど

高密度に集中したパターンとし，全体で 280 単位の施

設量とした．被害発生率は相対的に下方に位置するほど

高い分布とし，全体的に低いケース 1（全体での平均被

害箇所数 1.4 箇所）と，全体的に高いケース 2（同 7 箇

所）の 2ケースを考えた．

２．２では DP による解を示したが，二次元分割問題

では DPの適用が困難であるため，遺伝的アルゴリズム

(GA)を用いた解とモンテカルロ法によるランダム・サ

ーチによる解の比較を行うこととした．図７は GA に

よる最終世代の最良個体から求められた分割パターンと，

1000 回のランダムサーチによって得られた最良解によ

る分割パターンを示す．ケース 1 とケース 2 のそれぞ

れについて，乱数の初期値を 3 種類与えて異なる結果

が得られたので，それらすべてを図示している．各図上

の数値はそれぞれの適合度（ここでは期待無被害施設

量）を表す．

まずケース 1 の M=4 の場合には分割線数が少ないた

め，GA では隅の一部分をブロック化する解が得られた．

一方，シミュレーションによるランダムサーチでは上下

を二等分する分割が得られ，GA 解よりも良好な解を与

えている．M=12 の場合には GA 解がいずれもランダ

ムサーチ解を上回った．最大適合度を与える分割パター

ンは，施設密度が高く被害率の高い部分で細分化されて

いる．

次に，ケース 2 の M=4 の場合には，右上方，すなわ

ち施設密度が高くかつ低被害率の部分が細分化され，い

わばシェルターのように防護されているのに対し，大き

なブロックでは被災を許容するような分割パターンとな

っている．M=12では分割数が多いことから，期待被害

        (a) λ=0.01　　　　　(b) λ=0.10　　　　   　(a) λ=0.01　　    　(b) λ=0.10　　　　  　(a) λ=0.01　     　　(b) λ=0.10

図３　直線形状システムの分割パターン　　　図４　ループ形状システム　　　　　図５　自律分散型システム
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　(a)小区画番号  　 (b)被災パターン1  (c) 被災パターン2

　　図６　面的広がりを持つシステムの被災時機能



を均等化するような分割が最適となっている．ケース 2
ではすべての GA 解がランダムサーチ解より優れた結

果を与えたものの，試行によって適合度のばらつきが大

きく，安定した解が得られているとは言い難い．局所解

からの脱出方法や，最適解周辺の局所探索方法などにつ

いても改良の余地があると考えられる．

３．不確実性下におけるシャットオフの意思決定

プロセス

３．１　概説

地震直後に入手できる情報は大雑把で不確実性が高く，

重大な意思決定を下す判断材料としては，不十分である

ことが多い．しかし，シャットオフのように緊急性を伴

う対応については，そのような状況下でも迅速な意思決

定を行わなければならない．「リアルタイム地震防災」

の技術が有効に活かされるのはこのフェーズであろう．

図８は，「情報（地震動強度）」，「真の状態（被害の程

度）」，「状態推定（被害の推定）」，「行動（シャットオ

フ）」，「行動の結果（損失）」の間における入出力関係を

単純化して表したものである．真の被害が不明である間，

地震動強度の情報に基づいて被害を推定し，シャットオ

フの意思決定を行うことと，実際の被害ととった行動の

結果の組み合わせで損失が規定されることを示している．

この図式により，損失を最小化するための対応の枠組み

として，観測・推定・行動の流れを捉えることができる．

ところで，複数の情報源を利用できたり，一つの情報

源を繰り返し利用できる場合，情報の蓄積とともに被害

推定をアップデートすることが可能となる．このように

時間軸を導入すると，(1)あいまいさ（不確実性）が徐々

に減少するという情報理論的なプロセス記述，(2)プロ

セスの各段階での最善行動を定める意思決定方式の記述，

(3)意思決定のタイミングに関する逐次決定過程の記述，

という３つのアプローチを考えることができる．図９は

これらをまとめて図示したものであり，(1)観測情報に

よる状態推定の事後確率の更新， (2)各段階で期待効用

を最大化（期待損失を最小化）するベイズ決定方式の更

新，(3)観測継続か意思決定かの選択，からなるプロセ

スの全体構成を示している．

ここでは，上記(1)(2)のアプローチに注目して，シャ

ットオフの意思決定プロセスを数理的にモデル化して，

情報収集と合理的な意思決定との関連について考察する．

３．２　ベイズ決定方式の誘導

　いま，以下のように定義される決定問題 ),,,,( epA lΘ
を考える．

　θ : 自然の状態（ },,{ 21 Lθθ=Θ ）

　 x : 情報（ },,{ 21 LxxX = ）

　a : 行動（ },,{ 21 LaaA = ）

図７　GA と 1000回のモンテカルロ・シミュレーションの最良解による分割パターンの例

　　　　　　　　（数字は適合度を表し，*は GA で初期値を変えた 3 個の解のうち最良解）

図８　情報・状態・推定・行動・損失の入出力関係
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図９　情報による事後確率の更新とベイズ決定方式による意思決定プロセス
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)(θp : Θ 上の確率（ }),(),({)( 21 Lθθθ ppp = ）

)(xp : X 上の確率（ }),(),({)( 21 Lxpxpxp = ）

　 )(XSA = : 決定方式（情報xに対する行動戦略）

　 ),( aθl : 損失関数（θ とaにより決まる損失）

　 )(xe : 情報 xを発する不完全情報源

　 )|( θxf : 尤度関数（θ のときeが xを出す確率）

まず，「ノーデータ問題」すなわちデータを利用できな

い場合を考えると，最も合理的と考えられる行動は，期

待損失L を最小化する行動であり，事前確率 )( jp θ に

基づいて，

min),()( * →= ∑ apL j
j

j θθ l

を満たす *a として求められる．

　次に，情報源 )(xe を利用して状態θ の推定を行い，

行動を決定できる場合について考える．状態が jθ であ

ったときの決定方式S の危険度を，

))(,()|(),( i
i

jjij xSxfSR ∑= θθθ l

で定義すると，期待損失L は，

∑∑

∑
=

=

i
i

j
jjji

j
j

j

xSpxf

SRpL

))(,()()|(

),()(

θθθ
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l

で与えられる．ここで情報
ix を得た場合の事後確率は，

ベイズの定理より，

)(
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のようにアップデートされるので，

∑ ∑

∑∑
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j
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i
i

j
jiij

xSxpxp

xSxpxpL

))(,()|()(

))(,()()|(

θθ
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l

l

と書き換えられる．従って，事後確率 )|( ij xp θ に基づ

いて，得られた情報 ix ごとに項別に

min),()|( →= ∑ xj
j

iji axpL θθ l

を満たすような決定方式 )(*
ix xSa = を定めると，それ

がベイズ決定方式となる 7)．

３．３　エントロピーによる情報量の定義

　情報源eから情報 xを得ると，状態θ に関するあいま

いさが減少することが期待される．ここでは，情報入手

による不確実さの減少と情報量がエントロピーを用いて

記述されることを示す 8)．

　まず， }),(),({)( 21 Lθθθ ppp = に対して定義される

)(log)()]([ 2 j
j

j pppH θθθ ∑−=

はエントロピーと呼ばれ，不確実さの尺度として用いら

れている．次に，情報
ix を得た場合のエントロピーは，

)|(log)|()]|([ 2 ij
j

iji xpxpxpH θθθ ∑−=

となるから，確率 )(xp で生じる情報xを観測できる場

合の条件付エントロピーは，

∑∑
∑

−=

−=

i j
ijji

i
ii
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)|(log),(

)]|([)(]|)([
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これらより情報源 )(xe の情報量は，エントロピー（不

確実さ）の減少量として，

∑∑∑ +−=

−=Θ

i j
ijjij

j
j xpxppp

xpHpHXI

)|(log),()(log)(

]|)([)]([];[

22 θθθθ

θθ

で定義され，相互情報量と呼ばれる．

３．４　情報源の事前価値

次に，情報源を利用することの価値について考える．

状態θ に関する完全な情報を発する完全情報源を )(xe∞

で表す．この情報源からの情報により真の状態θ が既知

となった場合に，損失を最小化する行動を
θa で表す．

また前述のように，状態θ に関する情報がない場合およ

び不完全情報源 )(xe により情報 x が得られた場合に，

期待損失を最小化する行動をそれぞれ *a ，
xa で表す．

このとき，情報源 )(xe∞ および )(xe の事前価値は，次式

で与えられる 8)．

)](),,(E[)](),,(E[))(( * θθθθ θ papaxeV ll −=∞

)](),,(E[)](),,(E[))(( * θθθ paxpaxeV x ll −=
ただし， )](,E[ •∗ p は，確率分布 )(•p に関する変数∗ の

期待値を表す．

３．５　シャットオフの意思決定に関する数値計算例

震度階を情報源として被害の程度θ を推定し，シャッ

トオフ行動aの意思決定を行うことを想定した，簡単な

数値計算例を示す．震度階は「V弱」，「V強」，「VI 弱」，

「VI 強」の 4 種，被害の程度は「被害大」「被害小」「被

害なし」の 3 種に分類され，尤度関数 )|( θxf が表１の

ように与えられている．また，シャットオフ行動aは「遮

断」「一部遮断」「供給継続」の 3種からなり，被害の程

度がθ の時に行動a をとった場合の損失関数 ),( aθl が

表２のように与えられているものとする．地震直後の状

況を想定し，真の状態についてまったく見当がつかない，

すなわち「完全不知」のため事前確率 )( jp θ が一様に 1/3

表１　被害と観測情報に関する尤度関数 表２　被害と行動に関する損失関数と事前確率

震度V弱 震度V強 震度VI弱 震度VI強

被害大 0.0 0.0 0.2 0.8

被害小 0.0 0.1 0.5 0.4

被害なし 0.4 0.3 0.2 0.1

完全遮断 一部遮断 供給継続 事前確率

被害大 40 60 100 0.333

被害小 30 10 30 0.333

被害なし 20 10 0 0.333



である状態からスタートする．

最初に，ノーデータ問題の場合，「完全遮断」「一部遮

断」「供給継続」に対する期待損失はそれぞれ，29.99,
26.65, 43.29 となり，この時点で行動をとるとすれば，

「一部遮断」が選択される．次に，震度階に関する独立

な不完全情報源 )(xe を継続して利用でき，「VI 強」を

連続して観測した場合についての試算を示す．表３はそ

の結果をまとめたものであり，確率 )(θp の更新過程と

ともに，エントロピー )]([ θpH ，条件付エントロピー

]|)([ xpH θ ，相互情報量 );( XI Θ ，期待損失，情報の

価値 ))(( xeV ∞ お よ び ))(( xeV ，ベイズ決定方式

)(XSA = を示している．

情報が蓄積されるにつれて被害の状態θ の推定（ここ

では被害大）に関する不確実さが低減され，エントロピ

ーが減少する過程が理解される（図１０～１１）．また，

情報が不足している段階では，相互情報量は大きな値を

とり，情報は高い事前価値を有するが，両者はいずれも

観測の継続とともに減少する．ベイズ決定方式は，得ら

れた情報に応じて事前確率が事後確率に更新されて決定

された方式であり，各段階で情報が新たに得られた場合

にとるべき行動を示している．この例では，震度階「VI
強」を続けて観測することによって，観測開始以前より

も安全側の行動にシフトしてゆく様子がわかる．

４．おわりに

「リアルタイム地震防災」の重要な要素であるシャ

ットオフは震災経験に裏付けされながら実用化された技

術であり，理論的背景が比較的乏しい面も多く含んでい

るように思われる．本稿では，シャットオフを効果的に

実施することを目的として，事前対策（ブロック分割）

と事後対策（ベイズ決定方式）の両面から期待被害を最

小化するための数理モデルを提示した．

前半に示したブロック分割問題に関しては，今後，

小規模なモデル計算にとどまらず，現実的な大規模シス

テムに応用することを検討中である．後半のベイズ決定

方式に関しては，震度情報のみを情報源とする例を示し

たが，最大加速度，SI値，波形情報，実被害情報など，

異種の詳細な情報源に基づいて被害の輪郭が明確化され

る過程を記述することも可能であろう．またシャットオ

フを自動処理化する際のトリガーレベルの合理的な設定

法への応用も考えられる．被害関数の高精度化や情報源

の多様化によって，被害予測における不確実性を低減し

てゆくことが，即時対応の鍵を握るものと思われる．
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表３　震度「VI強」を連続して観測した場合の結果

観測前
ＶI強観
測(1)

ＶI強観
測(２)

ＶI強観
測(３)

ＶI強観
測(４)

ＶI強観
測(５)

確率（被害大） 0.33 0.62 0.79 0.89 0.94 0.97
確率（被害小） 0.33 0.31 0.20 0.11 0.06 0.03

確率（被害なし） 0.33 0.08 0.01 0.00 0.00 0.00

エントロピー 1.59 1.24 0.81 0.52 0.33 0.20

条件付エントロピー 1.08 0.92 0.65 0.44 0.28 0.17

相互情報量 0.51 0.32 0.16 0.08 0.05 0.03

％利得 32.14 25.88 19.33 16.08 14.68 13.94

期待損失（情報なし） 26.65 35.38 37.78 38.86 39.41 39.70

期待損失（不完全情報） 22.65 33.15 37.25 38.62 39.29 39.64
期待損失（完全情報） 16.65 27.69 33.58 36.60 38.23 39.09

事前価値（完全情報） 10.00 7.70 4.20 2.25 1.18 0.61

事前価値（不完全情報） 4.00 2.23 0.53 0.24 0.12 0.06

V弱観測時行動 3 3 3 3 3 3

V強観測時行動 3 2 2 2 2 2

VI弱観測時行動 2 2 1 1 1 1

VI強観測時行動 1 1 1 1 1 1
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図１０　ベイズの定理による事後確率の更新過程

図１１　エントロピーの減少と相互情報量の変化

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

観
測

前

Ｖ
I強

観
測

(1
)

Ｖ
I強

観
測

(２
)

Ｖ
I強

観
測

(３
)

Ｖ
I強

観
測

(４
)

Ｖ
I強

観
測

(５
)

確率（被害なし）

確率（被害小）

確率（被害大）


